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が 3 章と 4 章である。3 章では、プラスのアスクル事業を取り上げ、アスクルの市場適合に
ついて論じる。続く 4 章ではコクヨの販売会社設立を取り上げる。アスクルが組織を分化し
たことが結果であるならば、コクヨの結果は資源を内部化したことである。それはなぜか。
コクヨの戦略とチャネル再編の様相を明らかにする。5 章では 3 章、4 章のケース・スタデ
ィを踏まえ、ドメインと流通システムの編成パターンを考察する。着目するのは情報の流れ
である。両者は情報からどのような価値を生み出そうとしているのだろうか。これを考察す
るのが 5 章の目的である。最後に、終章として発見事項のまとめと本論の限界を示す。 
 
 
１章 視座  
 






                                               







































な競争上の優位を獲得した企業を一番手企業と定義している（Chandler 1990, 邦訳 pp.26-27）。Chandler（1990）




6 たとえばつぎのようなものがある。「コクヨ 文具 EC で販売チャネル改革 「顧客起点」が系列に風穴」『日
経情報ストラテジー』, 1999 年 2 月, pp.146-155. 「コクヨ 事業モデルを大転換 ネット通販でアスクルを追撃」
『日経情報ストラテジー』, 2001 年 2 月, pp.96-103. 「コクヨ 通販参入で始まった聖域なき大手術」『週刊東洋





























































































































                                               
7 ただし、製販の対立のなかに相互の成長作用があったことも事実である。たとえば、大規模小売店の発展の中
に大規模メーカーへの拮抗力を見出そうとする理解は、製造と販売の相互強化の過程で生じていることを示して







（他者）の意思決定に影響を及ぼしうる組織Ａの能力のことをいう（Stern et al. 1989、邦
訳 p.101）。また、組織Ａのパワーは組織Ｂによって価値を見出される資源の所有や管理を通
じて獲得される（渡辺 1997）。パワー資源の蓄積や統制のプロセスなどパワーと統制の関係









パワーバランスに着目した研究（Bucklin and Sengupta 1993; Heide 1994）、取引コストに
着目した研究（Heide and John 1988; 1990）、両者の規範的関係に着目した研究（Heide and 
John 1992）、信頼（Anderson and Narus 1990; Morgan and Hunt 1994）あるいはコミッ
トメント（Morgan and Hunt 1994）に着目した研究などにより多様な構成概念が新しく導
入され、協調関係が説明されてきた。その中で本論文では、信頼やコミットメントによるア
プローチに焦点を絞る。 











                                               
8 チャネル・パワー論に係る研究系譜については、Gaski（1984）を参照のこと。 
9 チャネル・メンバーのパワー構造を規定するパワー資源は、多様な構成要素（様々な見解があるが、ひとつの
代表的なものとして 5 つのパワー資源―報酬（reward）、制裁（penalty）、情報と専門性（information and 
expertness）、正統性（legitimacy）、一体化あるいは同一性（identification）がある（石井 1983、p.39））か










一方 1980 年代に入ると、組織論分野で示されたコンティンジェンシー理論（e.g., 

































                                               
11 Arndt（1979; 1983）が流通システムを内部化市場（domesticated market）と呼び、内部組織的な管理・調
整に委ねようとする協調的な流通システムを提示しているが、当該システムがどのように市場の不確実性に対応
しているかは明確ではない。 
12 Thompson (1967), 邦訳 pp.43-47. 





































                                               
14 Heide（1994）は、取引のガバナンス構造を「市場的統御（market governance）」、「双務的統御（bilateral 








































































































                           出所：加護野（1980, p.227） 
 












































とが示されている（Hofer and Schendel 1978; Poter 1980）。しかし一方で、近年ではこの
ようなアプローチでは説明できないような競争やイノベーションが現れ、研究としても注目




る知識創造理論（Nonaka and Takeuchi 1995）である。ここで知識創造理論を用いる理由
は次の 2 点である。知識創造理論は 2000 年に入ると企業経営分野へと展開され、異なる知
の結合を繰り返すことによって得られる知識資産が組織の競争力となる旨が論じられている










形成されるとしたとき、重要なのはプレイヤーの共通認識である(e.g., Day et al. 1979; 石井 
2003)。知識創造における「場」(Nonaka et al. 2000)の概念は、これに相当するものである。 
知識創造理論の特徴は、企業の行動、とりわけ連続的なイノベーションを生み出す説明変
数として知識を用いているところにある。知識が競争力の源泉であるとする研究はこれまで




より知識が変換されるモデルを構築した。それが SECI モデルである。 
知識創造モデルは、暗黙知と形式知が別々に存在しているのではなく、互いに作用しあう
ことで知識が創造されるそのプロセスを示している。これが知識変換であり、共同化（S）、
表出化（E）、連結化（C）、内面化（I）の 4 つのモードに分けられる。これら 4 つのモード
をめぐる個人から個人（S）、個人から集団（E）、集団から組織（C）、組織から個人（I）の
上向きのスパイラルで知識創造を動態的に示している（野中 2002; Nonaka and Takeuchi 
1995）。 
ただし、企業経営を知識ベースで捉える場合、SECI モデルだけでは十分に作用するもの
ではない。知が展開される空間が必要である。それが「場」である(Nonaka et al. 2000; 
Nonaka and Toyama 2002)。企業に持続的競争力をもたらす知識は、知識創造プロセスとそ
れにより生み出される知識資産と、そして知識創造体としての場が必要である。 
（図 3）で示されるように、「場」は SECI プロセスを展開させるために必要な質やエネル
ギーを与える独立変数である。さらに SECI プロセスによって生み出される知識資産が調整































                                                        (Nonaka et al.(2000), p.8) 
 
























・ Platform for knowledge 
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・Space for self-transcendence 
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・Grow and shift through the 
continuous knowledge 
・Moderate how Ba performs 
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19 コクヨは、社名を「黒田表紙店」、「黒田国光堂」、「株式会社黒田国光堂」、「コクヨ株式会社」と変更している
が、「コクヨ」で統一する。 






22 『コクヨ*70 年のあゆみ』, pp.49-54. 
23 『コクヨ*70 年のあゆみ』, p.54 及びコクヨホームページ。 
24 『コクヨ*70 年のあゆみ』, pp.59-60 及び『コクヨ 100 年のあゆみ』、p.18. 







年には専門代理店は 13 社に達している。1956 年 11 月、「全国コクヨ専門店会」が発足され











（Stern, et al. 1989）に依存するものである。「運命共同体」という認識のなかで、共存共栄
を土台にマーケティングが展開されたといえる。 
その後、コクヨ専門代理店は増加し、1974 年には北海道から沖縄において全国 50 社の専
門代理店が設置された30。さらに、専門代理店のほかに取引のレベルによって、「地区代理店」、
















                                               
26 『コクヨ*70 年のあゆみ』, p.146. 
27 『コクヨ*70 年のあゆみ』, pp.146-149. 
28 『コクヨ*70 年のあゆみ』, p.147. 
29 『コクヨ*70 年のあゆみ』, p.148. 
30 『コクヨ*70 年のあゆみ』, p.148. 





























の、ここ 50 年間はほとんど変化していないといってもいいだろう（図 5）。しかし文房具店








一方、（図 5）と（図 6）の事業所数の差は、文房具を販売する他業種である。80 年代半ば
以降は、他業種が文房具市場への参入が相当数行われていたことがわかる。1970 年代後半ま
では、消費者の約 6 割は文房具店で文房具を購入していた。ところが、1980 年代に入ると




                                               
32 80 年代後半から 90 年代にかけての売上高の増加は、個々の製品を見ていくと、機能の付加やバリエーション
の多様化など、製造業者の製品差別化による製品力の強化が挙げられる。併せて、各産業の業績の好転により、












































































































































































                   出所：『商業統計表』を参考に作成した。 
 
  










































2ケタ増加 １ケタ増加 横ばい 減少
 
             出所：『旬刊ステイショナー』, 1992年 1月 5日, 11面。 
 
では、なぜこのような現象が起こったのだろうか。ここではひとつの要因として文房具が







この背景には情報化がある。（図 6）で見られる 1980 年代後半からの文房具販売額の増加
                                               
34 「業界外商品」とはプラモデル、ギフト、舶来雑貨、楽器などを指す。 
事業所規模（年間販売額） 1985年 1988年 1991年 
500万円未満 ▲9.33 ▲13.81 ▲15.15 
500－2000万円 ▲8.71 ▲11.04 ▲13.74 
2000－5000万円 ▲1.11 ▲5.38 ▲10.20 
5000－1億円 7.73 7.04 1.06 






ラベルといったパソコン関連商品の増加によるものである35。アスクルでも 1996 年 3 月のカ


























社製品の需要を喚起した。この販売力が商業者の意思決定を統制するパワー（e.g., Stern et al. 
1989）となり得た。 






                                               
35 『旬刊ステイショナー』, 1992 年 1 月 5 日, 10 面。 






























 ３章 事例―プラス株式会社 
 






















































                                               
39 プラスホームページ http://www.plus.co.jp/data/ （2016 年 9 月 20 日閲覧） 





























  「文房具店は 10 年前まで全国で 3万 1000店あった。ところが後継者難や大手量販店の参入など











信販売をチャネルとする事業案が採択された。1992 年 5 月、アスクル事業部が発足し、社






 1992 年 12 月、約 500 アイテムを載せた最初のカタログが作成され、全国に配布された。
                                               
41 『日経ビジネス』, 2001 年 1 月 22 日, pp.136-140. 
42 『日経ベンチャー』, 1996 年 12 月, pp.36-38. 
43 『日経ベンチャー』, 1996 年 12 月, pp.36-38. 
44 『日経ビジネス』, 2001 年 1 月 22 日, p.139. 
45 『日経ビジネス』, 2001 年 1 月 22 日, pp.137-140. 
46 『日経ビジネス』, 2001 年 1 月 22 日, pp.136-137. 








































                                               
48 『週刊ダイヤモンド』, 第 147 号, 1996 年 12 月, pp.36-38. 
49 文房具の通信販売は 1907 年（明治 40 年）文房具専門店の老舗、株式会社伊東屋により始まる（『旬刊ステイ
ショナー』, 2000 年 1 月 15 日）。 
50 本事例は、池尾（1997; 1999）を参考に記述した。 















                     


























                                               
52 『日経流通新聞』, 1999 年 5 月 13 日, p20. 
 
メーカー 






















 「文房具業界では、メーカー、卸、小売業の 3 段階で構成され、各段階に営業、受注、発注、仕
入れ、保管、配送行為があるわけです。これは垂直方向の重複行為ですが、水平方向にも重複は存
在します。配送などがそうです。例えば、（東京・丸の内の）丸ビルには 36社の文具店が出入りし、
1 日に午前と午後の 2回配送しています。つまり、1日に 72台の車が出入りしているわけです。こ
れを 1社で配送したら 1日 2 台で済む。70台のコストを削減すればその分商品の値段を引くことが
できるんです。 


























                                               
53 『日経ビジネス』, 2001 年 3 月 19 日, p.75. 
54 西川（2000）, p.91. 

























































                                               
56 西川（2000）, pp.93-94. 
57 黒岩（2008） 
58 『旬刊ステイショナー』, 2008 年 10 月 25 日, 4 面。 






































                                               
60 西川（2000）, p.95. 
61 黒岩（2008） 
62 『プレジデント』, 2001 年 9 月 17 日, pp.138-143, アスクル株式会社社長岩田彰一郎し（当時）の発言。 
63 他社メーカーの製品の取扱いは 1995 年から始まっている。同じ頃、大幅な値下げ販売も行われた。商品の値
下げは業界関係者からの反対を押し切っての実行であったという。業界からの反感を買い、一時期はプラス製品











































                                               
66 コクヨホームページ http://www.kokuyo.co.jp/chronicle/index.html  (2016.8.21 閲覧) 
67 『旬刊ステイショナー』2005 年 1 月 5 日 13 面及び『平成 15 年 3 月期 決算短信（連結）』コクヨ株式会社（2002





年 12 月現在のグループの体制は（図 11）のとおりである。事業概要については（表 2）の
とおりである。売上高の推移は（図 12）のとおりである。 
 















































コクヨ中国販売(株)  コクヨ九州販売(株) 
コクヨオフィスシステム(株) 
コクヨエンジニアリング＆テクノロジー(株) 
(株)カウネット    フォーレスト(株) 




























＜ステーショナリー関連事業＞ ＜ファニチャー関連事業＞ ＜店舗関連事業＞ 
コクヨ株式会社（持株会社） 






























※  連結子会社のみ記載。 





（図 12）コクヨ売上高（連結）68                                                     (百万円) 
（出所：『コクヨ 100年のあゆみ』及びコクヨホームページ） 
 
コクヨの販売会社設立は、2002 年 9 月に発表された「構造改革プラン」の中で行われる。











                                               
68 2007 年 12 月期は決算期の切り替えのため、当年 4 月から 12 月の 9 か月間の売上高となっている。参考まで
に、2007 年 1 月から 12 月の 12 か月間で算出すると、354,536（百万円）で過去最高の売上高になる。 
その他の決算期間は次のとおりである。1961 年から 1967 年は前年 12 月から当年 11 月、1969 年から 1989 年は
前年 10 月から当年 9 月、1991 年から 2007 年は前年 4 月から当年 3 月。2008 年以降は当年 1 月から 12 月。決
算期切り替えのため、1968 年は前年 12 月から当年 9 月の 10 か月間、1990 年は前年 10 月から当年 3 月の 6 か
月間の売上高となっている。 
69 コクヨプレスリリース資料「事業構造改革ならびに業績予測の修正について」、2002 年 9 月 27 日発表。 
70 構造改革プランでは、2002 年 4 月～2005 年 3 月の 3 年間で 207 億円の経費削減及び 76 億円のコスト削減を
目指した（コクヨプレスリリース資料「事業構造改革ならびに業績予測の修正について」、2002 年 9 月 27 日）。
なお、コクヨは当初の削減目標を達成している（コクヨ第 58 期事業報告書、2005 年 3 月）。 
71 『KOKUYO REPORT 第 56 期事業報告』, 2002 年 4 月 1 日～2003 年 3 月 31 日, p.6. 
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73 コクヨプレスリリース資料「コクヨグループの流通体制の再編について」, 2003 年 8 月 22 日発表。なお、販
売会社は 2000 年から段階的に設置されている。 
74 コクヨ黒田康裕専務、2003 年 8 月 22 日「コクヨグループの流通体制の再編について」記者会見（出所：『旬
刊ステイショナー』, 2003 年 8 月 25 日, 5 面）。 
75 例えば、コクヨと販売店をつなぐ情報ネットワークとして KROS と呼ばれる共同配送システムが、受発注・





































                                               
76 コクヨ黒田康裕専務 2003 年 8 月 26 日「あっとオフィスの新ビジネスモデルの発表会見（出所：『旬刊ステ
イショナー』, 2003 年 9 月 5 日 3 面）。 
77 『旬刊ステイショナー』, 2005 年 1 月 5 日、13 面。 
78 平成 15 年 3 月期 決算短信, p.2. 







































                                               





を目指しています。」出所：コクヨマーケティング株式会社ホームページ http://www.kokuyo-marketing.co.jp/  
(2016.8.21 閲覧) 
82 コクヨ黒田章裕社長インタビュー。出所：『旬刊ステイショナー』2009 年 1 月 5 日, 20 面。 






 コクヨは平成 17年に創業 100周年という節目を迎えるにあたり、100 周年を目指した戦略の遂行
とお客様起点での業務遂行に徹底して取り組んでいきます。その方向性の指針として、このたび 100


























                                               
84 『KOKUYO 第 54 期事業報告書』2000 年 4 月 1 日~2001 年 3 月 31 日, p.6. 
85 『コクヨ株式会社 平成 17 年 3 月期決算短信』, p.4. 
86 コクヨは、創業 100 周年にあたる 2005 年に「中期経営計画「Next100～NO.1 企業の集合体へ～」を策定し
ている。これは今後のコクヨの行動や業績目標を示したものである。ただし、その期間は当面の 3 年間に区切ら
れている。 
87 「中期経営計画「Next100～NO.1 企業の集合体へ～」による。なお、2006 年 3 月期（2005 年 4 月 1 日から
2006 年 3 月 31 日）の決算での売上高 3,309 億円のうち、それぞれの事業割合は、成熟事業 49％（1,509 億円）、
成長事業 48％（1,454 億円）、新規事業 3％（76 億円）である。これを 1 年後の 2007 年 3 月期には、成熟事業
42％（1,450 億円）、成長事業 52％（1,800 億円）、新規事業 6％（200 億円）、トータルで 3,450 億円（13.5％増）
が目標に掲げられている（『KOKUYO 第 59 期事業報告書』（2005.4.1-2006.3.31）, p.2.を参照。 ただし、2007
年 3 月期（第 60 期/2006.4.1-2007.3.31）の決算では売上高 3,396 億円（前年比 11％増）。2007 年度の年間売上
高は 3,508 億円の業績を上げている（2008 年度の売上高は 2007 年 12 月期決算短信及び 2008 年 12 月期第 1 四
半期財務・業績の概況と参考にした）。コクヨホームページ  http://www.kokuyo.co.jp/ir/  (2016.8.24 閲覧) 







































                                               
89 『旬刊ステイショナー』, 2012 年 1 月 5 日, 21 面. 
90 『KOKUYO 第 59 期事業報告書』, 2005 年 4 月 1 日~2006 年 3 月 31 日, pp.5-6. 
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92 『KOKUYO 第 59 期事業報告』, 2005 年 4 月 1 日~2006 年 3 月 31 日, p.8. 
93 『KOKUYO 第 64 期事業報告』, 2010 年 1 月 1 日~2010 年 12 月 31 日, p.3. 


































                                               
95 コクヨプレスリリース資料「コクヨグループの流通体制の再編について」, 2003 年 8 月 22 日発表。 
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97 『KOKUYO 第 59 期事業報告書』, 2005 年 4 月 1 日～2006 年 3 月 31 日, pp.2-6. 
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8 月 22 日発表。 
100 『KOKUYO 第 59 期事業報告書』, 2005 年 4 月 1 日～2006 年 3 月 31 日, pp.2-6. 
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103 本事例はコクヨマーケティング株式会社ホームページを参考に記述した。








































                                               
104 コクヨマーケティング株式会社ホームページ http://www.kokuyo-marketing.co.jp/  (2016.8.21 閲覧) 
105 『旬刊ステイショナー』, 2001 年 10 月 15 日, 3 面。 
106 『KOKUYO 第 59 期事業報告書』, 2005 年 4 月 1 日~2006 年 3 月 31 日, p.8. 



































ィス空間を提案していくことを目指すものであった。1991 年には初めて売上高 3000 億を超
えるなど、この時期の売上げは顕著に伸びている114。 
以上のように、やや長期的な視点でコクヨの目的と行動を見てみるとその変化が読み取れ
                                               
108 『コクヨ 100 年のあゆみ』, 2005 年, p.44.このような社員が実際に働く姿を見学できる試みは、当時は画期
的で、日本初のものであるという。 
109 『コクヨ 100 年のあゆみ』, 2005 年, p.44. 
110 『コクヨ 100 年のあゆみ』, 2005 年, p.40. 
111 『コクヨ 100 年のあゆみ』, 2005 年, p.62. 
112 『コクヨ 100 年のあゆみ』, 2005 年, p.62. 
113 『コクヨ 100 年のあゆみ』, 2005 年, p.70. 









































                                               
115 『KOKUYO 第 54 期事業報告書』2000 年 4 月 1 日~2001 年 3 月 31 日, p.6. 







 電子情報技術産業協会によると、年間のパソコンの国内出荷台数は、80 年代は 120 万代
から 140 万台でおおむね横ばいであった。ところが、90 年代に入るとその数は急速に増加
する。90 年に 207 万台だった同数は 2000 年には 1210 万台に上る117。 
























                                               
117 出所は財団法人日本情報処理開発協会編『情報化白書 社会資産としての情報活用』, 2001年, p.475及び2003
年, p.464。なお、本調査は（社）電子情報技術産業協会が行ったものである。http://www.jeita.or.jp/japanese/stat/pc 
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12％であったのが、2001 年には 61.3％となっている。なお、本調査は通商産業省の委託により一般社団法人ニ
ューオフィス推進協議会が実施した「平成 13 年度調査研究」による（ニューオフィス推進協議会ホームページ 





































                                               
122 経済産業省が委託により行った 2000 年、2001 年の調査による。（一般社団法人ニューオフィス推進協議会「平
成 12 年度調査研究」及び「平成 13 年度調査研究」（http://www.nopa.or.jp/study/survey  2016 年 8 月 5 日閲覧）。 
123 公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会（2013）『JFMA JOURNAL-R―JFMA ジャーナル別冊 調
査研究部会 特集号』。 
124 社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会(2001)『FM ベンチマーク調査報告書 1999-2000 年』によ
る。 
125 コクヨプレスリリース資料「～新しいオフィスを構築する「SMART CONCEPT」を提唱～コミュニケーシ

































































































と、情報から価値を生み出すことを競争力とするものとの 2 つに分けられる（加護野 2005）。
本章では、事例に基づきどのような条件のもとでこれらが選択されるのかを考察する。 
 




































































                                               
126 池尾（2006）では、市場細分化の程度、価格、購買利便性、カテゴリー利便性の 4 つの関係は 3 次元で説明




















（出所：池尾(2006), p.44 をもとに作成） 
 
 








































































でなくその周辺の顧客へと伝わり、結果、「場」自体が広がる可能性がある(e.g., Dichter 1966; 
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